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１．人給システムの概要とその効果

• 利便性向上により、本来業

 

務への時間確保（業務の

 

質的向上）

• 職員の所属する課等の庶務

 

的業務処理を自動化

現
行
の
業
務
の
流
れ

現
行
の
業
務
の
流
れ

• 用紙の手配
• 用紙の記入
• 証明書類の添付

 

等

 

• 用紙の手配
• 用紙の記入
• 証明書類の添付

 

等

• 届出内容の確認
• 証明書類の確認

 

等

 

• 届出内容の確認
• 証明書類の確認

 

等

• 届出内容の確認
• 証明書類の確認
• 認定簿への記載

 

等

 

• 届出内容の確認
• 証明書類の確認
• 認定簿への記載

 

等

• 届出内容の確認
• 証明書類の確認
• 認定簿の認定

 

等

• 届出内容の確認
• 証明書類の確認
• 認定簿の認定

 

等
• 手当額の入力• 手当額の入力

紙媒体（凡例）

届出
給与担当者

職員 届出 届出認定 認定権者庶務担当 認定担当

最
適
化
後
の
業
務
の
流
れ

最
適
化
後
の
業
務
の
流
れ

• 届出内容の確認（証明書類

 

の確認）

 

• 認定簿への自動転記
• 認定簿の電子的起案

 

等

• 届出内容の確認（証明書類

 

の確認）
• 認定簿への自動転記
• 認定簿の電子的起案

 

等

• 手当額の手入力排除
• 自動計算処理の実現
• 確認行為の作業負荷軽減

 

等

 

• 手当額の手入力排除
• 自動計算処理の実現
• 確認行為の作業負荷軽減

 

等

認定担当
（認定権者含）

給与担当者

• 入力項目の特定化
• 計算の自動処理化
• 過去事例（届出等）の参照
• プライバシー情報の保護

 

等

• 入力項目の特定化
• 計算の自動処理化
• 過去事例（届出等）の参照
• プライバシー情報の保護

 

等

職 員

届出・申請
サーバ

給与サーバ

新標準システム（一部）

職員データベース

• 作業の簡素化・合理化
• 人的ミス防止
• 確認行為の軽減

 

等

共済サ－バ

届出・申請処理（諸手当認定）の例
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現
行
の
業
務
の
流
れ

現
行
の
業
務
の
流
れ

【昇給対象者の分類】
（昇任対象外職員）

・指定職職員
・再任用職員等

【昇給対象者の分類】
（昇任対象外職員）

・指定職職員
・再任用職員等

【各職員の勤務実績の確認】
• 欠勤、病気休暇等
• 処分状況の確認

【各職員の勤務実績の確認】
• 欠勤、病気休暇等
• 処分状況の確認

【昇給号俸数の決定】
• 勤務成績判定に基

 

づき職員毎に昇給

 

号俸数を決定

 

【昇給号俸数の決定】
• 勤務成績判定に基

 

づき職員毎に昇給

 

号俸数を決定
【新号俸に係る情報の入力】
• 職員毎に新号俸の入力
• 諸手当へのはねかえりの

 

入力

 

【新号俸に係る情報の入力】
• 職員毎に新号俸の入力
• 諸手当へのはねかえりの

 

入力

紙媒体（凡例）

昇給対象者
リストの作成人事担当

昇給候補者
リストの作成人事担当

人事・給与連携業務処理（昇給）の例

給与担当者
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人事担当

職員

最
適
化
後
の
業
務
の
流
れ

最
適
化
後
の
業
務
の
流
れ

• 成績判定の入力• 成績判定の入力

人事担当者

届出・申請
サーバ

給与サーバ

新標準システム（一部）

職員データベース共済サ－バ

職員

職員

辞令配信

昇給後の

 
給与支給

辞令作成
・交付

職員

昇給後の

 
給与支給

• 昇給候補者リスト作成の自

 

動化

• 作業の簡素化・合理化
• 人的ミス防止
• 確認行為の軽減

 

等



２．人事・給与等業務・システムの開発経緯

平成21年度（予定）平成20年度（予定）平成19年度平成18年度平成17年度平成16年度平成15 年度～平成１４

 

年度

業務・システム最適化指針
（ガイドライン）１８．３．３１

骨太方針２００６
１８．７．７

分散型を前提とする、

 システム開発

給与法の
大幅な改正
１８．４．１

府省公開

府省公開、

 
集中化対応の

 
ための

 
要件定義

集中型を前提とする

 システム設計、

 

改修

３

ｅ-Ｊａｐａｎ重点計画2003
電子政府構築計画

１５．７

最適化計画の策定
１６．２．２７

計画・設計

最
適
化
計
画
の
改
定

集
中
化
へ
の

方
針
転
換

１９．８．２４

集中化に向けた
問題提起



３．想定される３つの管理運用方式の比較

Ａ省

Ｂ省

Ｃ省

Ｄ省

Ｅ省

開発
運用

開発
運用

開発
運用

開発
運用

開発
運用

各府省において開発し、導入・運用する
方式（現行）

一元的に開発・改修を行い
各府省で運用する方式（分散管理）

一元的に開発・改修を行い、
集中的に運用する方式（集中管理）

Ａ省

Ｂ省

Ｃ省

Ｄ省

Ｅ省

運用

開発

運用

運用

運用

運用

配布 配布

配布

配布
配布

Ａ省

Ｂ省

Ｃ省

Ｄ省

Ｅ省

開発
運用

４



• 更なる効率化の観点から、運用方法を原則として集中管理方式に変更する。

• 開発主体は、人事院と総務省とする。

また、集中管理方式による運用の運用主体は、人事院とする（効率化の観点から、

 集中管理方式によらず独自に運用する府省は対象から除く）。

• 各府省は個々に整備・運用していた既存のシステムを廃止し、原則として、2010年
 度末（平成22年度末）までに集中管理方式の人事・給与システムを導入する。

１．主な改正点

４．人事・給与等業務・システム最適化計画（改定）の概要について

• 経費削減効果について、集中管理方式に変更した後のシステムと現行システムに

 ついて比較した結果、経費削減効果としては年間約7.2億円（防衛省は除く）と試算。

• 業務処理時間の短縮効果について、標準機能の見直しを実施した結果、

 年間延べ約1,050万時間の短縮と試算。なお、標準機能から除外した出勤

 管理について、代替措置を導入した場合には、更に年間約110万時間の短

 縮を予定。

２．削減効果

５



平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

最適化
計画
見直し

システム改修

新システム
導入

平成２３年度

新システム
サービス提供

改修
要件定義

アプリケーション保守

計画

システム

改修

運
用
セ
ン
タ
ー

計画策定・準備
センター
構築

サ
ー
ビ
ス

移
行

支
援

ユーザー

府省

ガイドライン
策定・提示

データ作成
システム移行
計画策定

８／２４

６．システム導入に向けた全体スケジュール

●システム改修：平成１９年度に改修要件定義。平成２０、２１年度で集中改修、その後は年次の制度改正等対応。

●運用センター：平成２１年度半ばまでにセンター構築。その後サービス提供開始。

また、上記と並行して平成１９年度から、各府省のシステム移行のための支援を実施。

システム移行支援
移行ツール

開発

●ユーザー府省：平成１９年度からシステム移行計画を策定。

 

平成２１年度には移行データを作成。

その後原則として、平成２２年度末までに、順次新システムを導入。
６
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